
１．平成17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  59円17銭 
※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさまざまな要因によって異なる結果となる可能性が
あります。 
なお、上記予想に関する事項については添付資料６ページの「３．経営成績及び財政状態(1)経営成績」をご参照下さい。 

平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１７年１１月１１日
上場会社名 ワタベウェディング株式会社 上場取引所 東・大 
コード番号 4696 本社所在都道府県 京都府 
(URL http://www.watabe-wedding.co.jp) 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 渡部 隆夫 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 上田 勝己 ＴＥＬ（０７５）３５２－４１１１ 
決算取締役会開催日 平成17年11月11日  中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成17年12月５日  単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
17年９月中間期 10,243 (    23.8) 223 (△  17.1) 485 (△  11.7) 
16年９月中間期 8,273 (    15.1) 269 (△  15.6) 549 (    43.6) 
17年３月期 17,890 (    16.9) 454 (△  61.4) 671 (△  41.1) 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 
17年９月中間期 330 (△  25.4) 33 78 33 57 
16年９月中間期 443 (   114.2) 55 37 54 63 
17年３月期 572 (     6.5) 63 60 62 84 
(注)①期中平均株式数 17年９月中間期 9,797,704株 16年９月中間期 8,015,998株 17年３月期 8,554,653株

②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

(2）配当状況   

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円 銭 円 銭 
17年９月中間期 12 00     ――――――  

16年９月中間期 11 00     ――――――  

17年３月期     ―――――― 24 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
17年９月中間期 17,581 11,116 63.2 1,134 06 
16年９月中間期 15,533 7,393 47.6 917 56 
17年３月期 17,783 11,039 62.1 1,124 22 
（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 9,802,703株 16年９月中間期 8,057,803株 17年３月期 9,793,703株

②期末自己株式数 17年９月中間期 97株 16年９月中間期 97株 17年３月期 97株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 
期末  

  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 
通 期 21,700  980  580  12 00 24 00 
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  1,876,649   2,122,230   3,667,461   

２．売掛金  880,453   713,951   650,923   

３．たな卸資産  213,942   264,708   222,225   

４．未収入金  272,415   229,547   141,271   

５．繰延税金資産  415,554   194,167   176,942   

６．その他  679,642   645,578   503,993   

７．貸倒引当金  △500,482   △11,267   △8,018   

流動資産合計   3,838,174 24.7  4,158,916 23.7  5,354,799 30.1 

Ⅱ．固定資産           

(1）有形固定資産 ＊２          

１．貸衣裳  174,425   215,860   212,286   

２．建物 ＊１ 3,498,801   4,847,351   3,994,992   

３．器具備品  581,418   772,491   697,084   

４．土地 ＊1、3 1,730,367   1,730,326   1,763,932   

５．その他  308,552   143,507   163,534   

有形固定資産合計  6,293,566   7,709,537   6,831,829   

(2）無形固定資産  117,998   159,394   166,665   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  1,586,174   1,529,968   1,666,269   

２．出資金  550,773   641,763   585,773   

３．差入保証金  2,103,810   2,292,471   2,212,808   

４．繰延税金資産  272,706   298,010   228,708   

５．再評価に係る繰
延税金資産 ＊３ 364,431   364,431   364,431   

６．その他  859,962   882,113   821,522   

７．貸倒引当金  △454,091   △455,276   △449,276   

投資その他の資産
合計  5,283,768   5,553,482   5,430,237   

固定資産合計   11,695,332 75.3  13,422,414 76.3  12,428,733 69.9 

資産合計   15,533,507 100.0  17,581,330 100.0  17,783,532 100.0 

           
 

- 30 -



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．買掛金  1,195,951   1,339,718   1,216,712   

２．短期借入金  700,000   －   －   

３．１年内返済予定長
期借入金 ＊１ 1,187,200   861,000   1,345,600   

４．未払金  437,042   469,070   464,282   

５．未払法人税等  282,379   94,310   －   

６．前受金  1,698,762   1,924,388   1,649,246   

７．賞与引当金  168,070   207,200   186,602   

８．その他  147,109   125,633   123,696   

流動負債合計   5,816,515 37.4  5,021,321 28.6  4,986,139 28.0 

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金 ＊１ 1,809,000   948,000   1,240,000   

２．退職給付引当金  49,568   42,376   62,203   

３．役員退職慰労引当
金  316,662   －   325,673   

４．その他  148,210   452,760   130,506   

固定負債合計   2,323,440 15.0  1,443,136 8.2  1,758,383 9.9 

負債合計   8,139,956 52.4  6,464,458 36.8  6,744,523 37.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   2,307,272 14.9  4,105,117 23.3  4,099,012 23.1 

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金  2,170,772   3,966,917   3,960,812   

資本剰余金合計   2,170,772 14.0  3,966,917 22.6  3,960,812 22.3 

Ⅲ．利益剰余金           

１．任意積立金  2,279,160   2,473,921   2,279,160   

２．中間（当期）未処
分利益  904,585   925,002   944,866   

利益剰余金合計   3,183,745 20.5  3,398,923 19.3  3,224,026 18.1 

Ⅳ．土地再評価差額金 ＊３  △524,424 △3.4  △524,424 △3.0  △524,424 △3.0 

Ⅴ．その他有価証券評価
差額金   256,441 1.6  170,595 1.0  279,839 1.6 

Ⅵ．自己株式   △257 △0.0  △257 △0.0  △257 △0.0 

資本合計   7,393,550 47.6  11,116,872 63.2  11,039,009 62.1 

負債・資本合計   15,533,507 100.0  17,581,330 100.0  17,783,532 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ．売上高   8,273,057 100.0  10,243,146 100.0  17,890,143 100.0 

Ⅱ．売上原価   4,089,967 49.4  5,041,632 49.2  8,773,059 49.0 

売上総利益   4,183,090 50.6  5,201,513 50.8  9,117,084 51.0 

Ⅲ．販売費及び一般管理
費   3,914,060 47.3  4,978,464 48.6  8,662,117 48.4 

営業利益   269,029 3.3  223,049 2.2  454,966 2.6 

Ⅳ．営業外収益 ＊１  304,709 3.7  292,142 2.8  264,629 1.5 

Ⅴ．営業外費用 ＊２  24,262 0.3  29,896 0.3  48,007 0.3 

経常利益   549,476 6.7  485,296 4.7  671,588 3.8 

Ⅵ．特別利益 ＊３  314,027 3.8  87,227 0.9  442,515 2.4 

Ⅶ．特別損失 ＊４  165,011 2.0  52,045 0.5  177,304 1.0 

税引前中間（当
期）純利益   698,492 8.5  520,478 5.1  936,799 5.2 

法人税、住民税及
び事業税  331,381   200,175   174,420   

法人税等調整額  △76,705 254,675 3.1 △10,611 189,563 1.9 189,644 364,065 2.0 

中間（当期）純利
益   443,816 5.4  330,914 3.2  572,733 3.2 

前期繰越利益   460,768   594,087   460,768  

中間配当額   －   －   88,635  

中間（当期）未処
分利益   904,585   925,002   944,866  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1）有価証券 

子会社株式 
 移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1）有価証券 

子会社株式 
同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1）有価証券 

子会社株式 
同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基
づく時価法 
（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

(2）デリバティブ 
時価法 

(2）デリバティブ 
同左 

(2）デリバティブ 
同左 

(3）たな卸資産 
商品 
 総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 
商品 

同左 

(3）たな卸資産 
商品 

同左 
  
  

原材料 
 最終仕入原価法 

原材料 
同左 

貯蔵品 
 最終仕入原価法 

貯蔵品 
同左 

貯蔵品 
同左 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1）有形固定資産 

国内資産 
 貸衣裳………………定額法 
 建物…………………定率法 
 器具備品……………定額法 
 その他………………定率法 
 ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物（付
属設備を除く）については
定額法を採用しておりま
す。 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1）有形固定資産 

同左 

国外資産………………定額法   

 なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 
 貸衣裳      2年 
 建物       5～47年 
 器具備品     2～20年 

  

(2）無形固定資産 
………………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいて
おります。 

(2）無形固定資産 
同左 

(2）無形固定資産 
同左 

(3）長期前払費用 
………………均等償却 

(3）長期前払費用 
同左 

(3）長期前払費用 
同左 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 
(1）貸倒引当金 
 債権の貸倒れに備えるため、
一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

３．引当金の計上基準 
(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 
(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 
 従業員に対する賞与の支給に
充てるため、支給対象期間に応
じた支給見込額を計上しており
ます。 

(2）賞与引当金 
同左 

(2）賞与引当金 
同左 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異
（104,600千円）については、５
年による按分額を費用処理して
おります。 
 数理計算上の差異は、各事業
年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。 
 なお、数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により翌事業
年度から費用処理することとし
ております。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異
（104,600千円）については、５
年による按分額を費用処理して
おります。 
 数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により翌事業年度か
ら費用処理することとしており
ます。 

(4）役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備
えるため、内規に基づく中間期
末要支給額を計上しておりま
す。 

(4）役員退職慰労引当金 
────── 

(4）役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備
えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、為替予
約の振当処理をしたものを除き、
中間期末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、中間期
末日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、期末日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

５．リース取引の処理方法 
同左 

５．リース取引の処理方法 
同左 

６．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。また、為替変動リス
クのヘッジについて振当処理
の要件を充たしている場合に
は振当処理を、金利スワップ
について特例処理の条件を充
たしている場合には特例処理
を採用しております。 

６．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。金利スワップについ
て特例処理の条件を充たして
いる場合には特例処理を採用
しております。 

６．ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用してお
ります。また、為替変動リス
クのヘッジについて振当処理
の要件を充たしている場合に
は振当処理を、金利スワップ
について特例処理の条件を充
たしている場合には特例処理
を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
通貨オプション、クーポ
ンスワップ、金利スワッ
プ 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
金利スワップ 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
通貨オプション、クーポ
ンスワップ、金利スワッ
プ 

ヘッジ対象 
外貨建金銭債権債務、外
貨建予定取引、借入金 

ヘッジ対象 
借入金 

ヘッジ対象 
外貨建金銭債権債務、外
貨建予定取引、借入金 

ヘッジ方針 
当社の利用するデリバティブ
取引は、為替変動リスク及び
金利変動リスクをヘッジする
ために実需に基づき行うこと
としており、投機を目的とし
た取引は行わないこととして
おります。 

ヘッジ方針 
同左 

ヘッジ方針 
同左 

ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキ
ャッシュ・フロー変動とヘッ
ジ手段の相場変動又はキャッ
シュ・フロー変動の間に高い
相関関係があることを確認
し、有効性の評価方法として
おります。 

ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

７．その他中間財務諸表作成のため
の重要な事項 
(1）消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

７．その他中間財務諸表作成のため
の重要な事項 
(1）消費税等の会計処理 

同左 

７．その他財務諸表作成のための重
要な事項 
(1）消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 
  当中間会計期間より、「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審
議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員
会 平成15年10月31日 企業会計
基準適用指針第６号）を適用して
おります。これによる損益に与え
る影響はありません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── （子会社アヴィカプロデュース株式会社の吸
収合併について） 
 平成17年１月１日をもって、100％出資の
子会社アヴィカプロデュース株式会社を吸収
合併いたしました。 
①受入資産・負債 

②合併による資本金の増加はありません。 

  

流動資産 325,205千円 流動負債 311,088千円

固定資産 103,245千円    

合計 428,450千円 合計 311,088千円
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（有価証券関係）  
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産 ＊１．担保に供している資産 
土地 636,872千円
建物 90,807千円

計 727,679千円
（上記に対応する債務） 
長期借入金 1,580,000千円
（１年内返済予定長
期借入金を含む） 

 

土地      636,872千円
建物       83,595千円

計      720,467千円
（上記に対応する債務） 
長期借入金      687,000千円
（１年内返済予定長
期借入金を含む） 

 

土地      636,872千円
建物       87,019千円

計      723,891千円
（上記に対応する債務） 
長期借入金    1,173,600千円
（１年内返済予定長
期借入金を含む） 

 

＊２．有形固定資産の減価償却累計額 
3,395,034千円 

＊２．有形固定資産の減価償却累計額 
         3,961,041千円 

＊２．有形固定資産の減価償却累計額 
         3,696,325千円 

＊３．当社は土地の再評価に関する法律（平
成10年３月31日公布法律第34号）に基づ
き、事業用土地の再評価を行い、再評価
に係る繰延税金資産を固定資産に、土地
再評価差額金を資本の部に計上しており
ます。 

＊３．      同左 ＊３．      同左 

 ４．偶発債務 
(1) 関係会社の金融機関よりの借入等に
対して次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

 ４．偶発債務 
(1) 関係会社の金融機関よりの借入等に
対して次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

 ４．偶発債務 
(1) 関係会社の金融機関よりの借入等に
対して次のとおり債務保証を行ってお
ります。 

ワタベ・オーストラ
リアＰＴＹ.ＬＴＤ. 

16,350千円

華徳培婚紗(上海)有
限公司 

189,040千円

計 205,390千円

ワタベ・オーストラ
リアＰＴＹ.ＬＴＤ. 

      2,365千円

華徳培婚紗(上海)有
限公司 

     143,325千円

計      145,690千円

ワタベ・オーストラ
リアＰＴＹ.ＬＴＤ. 

      2,279千円

華徳培婚紗(上海)有
限公司 

     174,410千円

計      176,689千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 6,392千円
受取配当金 202,952千円
為替差益 78,022千円

受取利息      8,532千円
受取配当金      253,004千円
為替差益       10,992千円

受取利息       17,153千円
受取配当金      203,752千円 

＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 13,202千円 支払利息       11,070千円 支払利息       25,638千円

賃貸費用       10,911千円 

＊３．特別利益のうち主要なもの ＊３．特別利益のうち主要なもの ＊３．特別利益のうち主要なもの 
投資有価証券売却益 314,027千円 投資有価証券売却益       80,150千円 投資有価証券売却益      432,968千円

＊４．特別損失のうち主要なもの ＊４．特別損失のうち主要なもの ＊４．特別損失のうち主要なもの 
貸倒引当金繰入額 102,811千円 固定資産除却損       46,044千円 固定資産除却損       94,765千円 

子会社支援損       70,539千円 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
有形固定資産 287,592千円
無形固定資産 16,936千円

有形固定資産      390,248千円
無形固定資産       18,083千円

有形固定資産     630,573千円
無形固定資産       34,187千円 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結子会社との合併 
 当社は、平成16年11月７日開催
の取締役会において、平成17年１
月１日を期して当社100％出資子会
社であるアヴィカプロデュース株
式会社と合併することを決議して
おり、その概要は以下のとおりで
あります。 

(1）合併の目的 
 アヴィカプロデュース株式会社
は国内における挙式施設運営を主
たる業務としておりますが、当社
グループの経営資源の集中と効率
化を図るため、同社を吸収合併す
ることにいたしました。 

(2）合併期日 
 平成17年１月１日 

(3）合併の方法 
 当社を存続会社とする吸収合併
方式（商法第413条ノ３に定める簡
易合併方式）で、アヴィカプロデ
ュース株式会社は解散いたしま
す。 

(4）合併比率 
 当社はアヴィカプロデュース株
式会社の全株式を保有しておりま
すので、合併による新株式の発行
及び資本金の増加は行いません。 

(5）合併交付金 
 当社はアヴィカプロデュース株
式会社の全株式を保有しておりま
すので、合併交付金の支払は行い
ません。 

(6）引継資産 
 当社は合併期日においてアヴィ
カプロデュース株式会社の資産、
負債及び権利義務の一切を引継ぎ
ます。なお、アヴィカプロデュー
ス株式会社の平成16年９月30日現
在の財政状態は次のとおりです。 
 資産合計   228,230千円 
 負債合計   743,016千円 
 資本合計  △514,785千円 
 （注）平成16年10月29日に

600,000千円の増資を行
い、債務超過は解消いた
しました。 

────── ────── 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．公募による新株式の発行 
 当社は、平成16年11月19日開催
の取締役会において、公募増資に
よる新株式発行（一般募集）を決
議しており、その概要は以下のと
おりであります。 

(1）募集の方法 
 ブックビルディング方式による
一般募集 

(2）発行する株式の種類及び数 
 普通株式 1,500,000株 

(3）発行価額 
 １株につき 2,075円 

(4）資本組入額 
 １株につき 1,038円 

(5）発行価額の総額 
 3,112,500千円 

(6）資本組入額の総額 
 1,557,000千円 

(7）申込期日 
 平成16年12月６日 

(8）払込期日 
 平成16年12月９日 

(9）新株の配当起算日 
 平成16年10月１日 

(10）資金の使途 
 全額を設備資金に充当する予定
であります。 

  

３．第三者割当増資 
 当社は、平成16年11月19日開催
の取締役会において決議された公
募増資及び株式の売出しに関連
し、当社株主より当社普通株式を
賃借した日興シティグループ証券
株式会社が売出人となり、当社普
通株式200,000株の売出し（以下
「オーバーアロットメントによる
売出し」）を行っております。 
 同日の取締役会では、このオー
バーアロットメントによる売出し
に関連して日興シティグループ証
券株式会社を割当先とする当社株
式200,000株の第三者割当増資を行
うことを決議いたしました。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 なお、売出人である日興シティ
グループ証券株式会社が安定操作
取引で買付けた株式を当社株主よ
り賃借する株式の返却へ充当する
場合及びシンジケートカバー取引
が行われた場合には、その株数に
応じて当該第三者割当増資を行う
株式数が減少または当該第三者割
当増資が中止されることがありま
す。 
 なお、本件第三者割当増資の新
株発行条件は以下のとおりであり
ます。 

(1）割当先 
日興シティグループ証券株式会
社 

(2）発行する株式の種類及び数 
（上限） 
普通株式 200,000株 

(3）発行価額 
１株につき 2,075円 

(4）資本組入額 
１株につき 1,038円 

(5）発行価額の総額（上限） 
415,000千円 

(6）資本組入額の総額 
207,600千円 

(7）申込期日 
平成17年１月11日 

(8）払込期日 
平成17年１月11日 

(9）新株の配当起算日 
平成16年10月１日 

(10）資金の使途 
 全額を設備資金に充当する予定
であります。 
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